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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅰ-第1編 Ⅰ 水産土木工事共通仕様書（本文）
共通編-8 第１章 総 則 第１節 総 則 新設 新設（約款の変更

１－１－１－５ 請負代金内訳書 に伴う）

受注者は、契約書第３条に従って「請負代金内訳書」を作成し、工事監督員を経由して発注者に提出しなければなら 以降項目番号を修

ない。 正（6～55）

Ⅰ-第1編 １－１－１－14 施工体制台帳及び施工体系図 １－１－１－13 施工体制台帳及び施工体系図
共通編-11 １．受注者は、工事を施工するために締結した工事１件の請負代金が200万円以上となるときは、国土交通省令及び １．受注者は、工事を施工するために締結した下請負契約の請負代金額（当該下請契約が二以上あるときは、それら 文章の追記

「施工体制台帳の活用に関する取扱いについて」（平成18年 3月 9日付け建情第1428号、最終改正：平成27年3月19 の請負代金の総額）が200万円以上になるときは、国土交通省令及び「施工体制台帳の活用に関する取扱いについ

日付け建情第2598号）に従って記載した施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを工事監 て」（平成18年 3月 9日付け建情第1428号、最終改正：平成24年10月 9日付け建情第766号）に従って記載した施工

督員を経由して発注者に提出しなければならない。 体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを工事監督員を経由して発注者に提出しなければならな

２．受注者は、第１項に該当しない場合であっても、施工体制の一層の適正化を図るため、工事１件の請負代金額が200 い。

万未満の工事であっても下請契約を締結する場合には、国土交通省令及び「施工体制台帳の活用に関する取扱いに ２．受注者は、第１項に該当しない場合であっても、施工体制の一層の適正化を図るため、工事１件の請負代金額が200

ついて」（平成18年 3月 9日付け建情第1428号、最終改正：平成27年3月19日付け建情第2598号）に従って記載した 万円以上の工事であるときは、国土交通省令及び「施工体制台帳の活用に関する取扱いについて」（平成18年 3月

施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを工事監督員を経由して発注者に提出しなければな 9日付け建情第1428号、最終改正：平成24年10月 9日付け建情第766号）に従って記載した施工体制台帳を作成し、

らない。 工事現場に備えるとともに、その写しを工事監督員を経由して発注者に提出しなければならない。

３．第１項及び第２項に該当する受注者は、国土交通省令及び「施工体制台帳の活用に関する取扱いについて」（平成1 ３．第１項及び第２項に該当する受注者は、国土交通省令及び「施工体制台帳の活用に関する取扱いについて」（平成1

8年 3月 9日付け建情第1428号、最終改正：平成27年3月19日付け建情第2598号）に従って、各下請負人の施工の分 8年 3月 9日付け建情第1428号、最終改正：平成24年10月 9日付け建情第766号）に従って、各下請負人の施工の分

担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係 担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係

者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともに、その写しを工事監督員を経由して発注者に提出しな 者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともに、その写しを工事監督員を経由して発注者に提出しな

ければならない。 ければならない。

４．第１項及び第２項に該当する受注者は、施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速やかに工 ４．第１項及び第２項に該当する受注者は、施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速やかに工

事監督員を経由して発注者に提出しなければならない。 事監督員を経由して発注者に提出しなければならない。

５．受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負人を含む）及び受注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、工 ５．受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負人を含む）及び受注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、工

事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない。 事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない。

Ⅰ-第1編

共通編-15 １－１－１－22 建設副産物 １－１－１－21 建設副産物 文書の追記・修正

１～７ 略 １～７ 略

８．受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊・建設発生木材（木材製品等）、建設 ８．受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊・建設発生木材（木材製品等）、建設汚

汚泥、建設混合廃棄物、金属くず、廃プラスチック、紙くず、アスベスト（飛散型）等を工事現場から排出する 泥、建設混合廃棄物、金属くず、廃プラスチック、紙くず、アスベスト（飛散型）等を工事現場から排出する場合

場合には、「建設リサイクルガイドライン」に基づき、建設副産物に係る情報入力システム*により、「再生資源 には、「建設リサイクルガイドライン」に基づき、建設リサイクルデータ総合システム（CREDAS）により、「再生

利用促進計画書」を作成し、施工計画書に含め、電子データとともに工事監督員に提出しなければならない。 資源利用促進計画書」を作成し、施工計画書に含め、電子データとともに工事監督員に提出しなければならない。

９．受注者は、工事完成後、建設廃棄物の処理の実施状況を把握し、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施

書を建設副産物に係る情報入力システム*により作成し、工事監督員に提出するとともに１年間保管しなければな ９．受注者は、工事完成後、建設廃棄物の処理の実施状況を把握し、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書

らない。 を建設リサイクルデータ総合システム（CREDAS）により作成し、工事監督員に提出するとともに１年間保管しなけ

※建設副産物に係る情報入力システムとは、一般社団法人日本建設情報総合センターが提供する建設副産物情報交換 ればならない。

システム（COBRIS）等とする。これにより難い場合、国土交通省が提供するＥｘｃｅｌ形式の様式を活用する。
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅰ-第1編 １－１－１－23 工事監督員による検査（確認を含む）及び立会い等 １－１－１－22 工事監督員による検査（確認を含む）及び立会い等
共通編-16

１～６ 略 １～６ 略 水酸基盤整備事業

（漁場）設計積算

基準の改定に伴う

修正・整理

Ⅰ-第1編 １－１－１－26 でき形部分等検査及び指定部分検査 １－１－１－25 でき形部分等検査及び指定部分検査
共通編-18

１～4 略 １～５ 略

項目番号の修正

５．受注者は、当該部分検査については、１－１－１－23 工事監督員による検査（確認を含む）及び立会い等第３項の ５．受注者は、当該部分検査については、１－１－１－22 工事監督員による検査（確認を含む）及び立会い等第３項の

規定を準用するものとする。 規定を準用するものとする。

１－１－１－27 中間検査 １－１－１－26 中間検査

１～３ 略 １～３ 略

４．受注者は、当該中間検査については、１－１－１－23 工事監督員による検査（確認を含む）及び立会等 第３項の ４．受注者は、当該中間検査については、１－１－１－22 工事監督員による検査（確認を含む）及び立会等 第３項の 項目番号の修正

規定を準用するものとする。 規定を準用するものとする。

Ⅰ-第1編 １－１－１－28 部分使用 １－１－１－27 部分使用
共通編-19 １～３ 略 １～３ 略

４．受注者は、当該部分使用検査については、１－１－１－23 工事監督員による検査（確認を含む）及び立会等 第３ ４．受注者は、当該部分使用検査については、１－１－１－22 工事監督員による検査（確認を含む）及び立会等 第３ 項目番号の修正

項の規定を準用するものとする。 項の規定を準用するものとする。

７．工事監督員は、契約図書に定められた段階確認において臨場を机上とすることができ

る。この場合において、受注者は、施工管理記録、写真等の資料を整備し、工事監督員

にこれらを提示し、確認を受けなければならない。

表１－１ 段階確認一覧表
種 別 細 別 確認時期 確認項目の目安

製作前 設計図書との対比
単体魚礁製作工 単体魚礁製作

製作完了時 設計図書との対比
組立魚礁製作 組立完了時 設計図書との対比

組立魚礁製作工 組立時 設計図書との対比
鋼製魚礁製作

組立完了時 設計図書との対比
設置前 設計図書との対比

魚礁沈設工 魚礁運搬沈設
設置完了時 設計図書との対比
製作前 設計図書との対比

囲いブロック製作工 ブロック製作
製作完了時 設計図書との対比

囲いブロック運搬・ ブロック運搬据付
据付完了時 設計図書との対比

据付工 ブロック直接据付
投入前 設計図書との対比

石材着定基質工 石材投入
投入完了時 設計図書との対比
製作前 設計図書との対比

着定基質製作工 着定基質製作
製作完了時 設計図書との対比

ブロック運搬据付 据付前 設計図書との対比
単体礁運搬・据付工

ブロック直接据付 据付完了時 設計図書との対比
産卵礁ブロック製作 製作前 設計図書との対比

産卵礁製作工
製作完了時 設計図書との対比
据付前 設計図書との対比産卵礁ブロック運搬据付

産卵礁運搬・据付工
据付完了時 設計図書との対比産卵礁ブロック直接据付

ｻﾝﾄﾞﾁｭｰﾌﾞ設置
砂留堤設置工 設置後 設計図書との対比

ｻﾝﾄﾞﾊﾞｯｸ設置
盛砂投入 盛砂投入・ 設計図書との対比

盛砂工
盛砂均し 均し完了後

消波工 消波ブロック 製作完了時 設計図書との対比
捨石工 捨石 均し完了時 設計図書との対比
被覆工 被覆均し 均し完了時 設計図書との対比
作澪 作澪完了時 設計図書との対比

、 、 、 、指定仮設工 使用材料 高さ 幅 長さ
設置完了時

（一部指定含む） 深さ等

７．工事監督員は、契約図書に定められた段階確認において臨場を机上とすることができ

る。この場合において、受注者は、施工管理記録、写真等の資料を整備し、工事監督員

にこれらを提示し、確認を受けなければならない。

表１－１ 段階確認一覧表
種 別 細 別 確認時期 確認項目の目安

製作前 設計図書との対比
単体魚礁製作魚礁製作工

製作完了時 設計図書との対比
組立魚礁製作 組立完了時 設計図書との対比魚礁製作工

組立時 設計図書との対比
鋼製魚礁製作鋼製魚礁製作工

組立完了時 設計図書との対比
設置前 設計図書との対比

魚礁沈設工 魚礁運搬沈設
設置完了時 設計図書との対比
製作前 設計図書との対比

着定基質製作工 着定基質製作
製作完了時 設計図書との対比

着定基質運搬据付
据付完了時 設計図書との対比着定基質設置工

着定基質直接据付
投入前 設計図書との対比

石材着定基質工 石材投入
投入完了時 設計図書との対比
製作前 設計図書との対比産卵礁製作

産卵礁製作工
製作完了時 設計図書との対比
据付前 設計図書との対比産卵礁運搬据付

産卵礁運搬・据付工
据付完了時 設計図書との対比産卵礁直接据付

ｻﾝﾄﾞﾁｭｰﾌﾞ設置
砂留堤設置工 設置後 設計図書との対比

ｻﾝﾄﾞﾊﾞｯｸ設置
盛砂投入 盛砂投入・ 設計図書との対比

盛砂工
盛砂均し 均し完了後

消波工 消波ブロック 製作完了時 設計図書との対比
捨石工 捨石 均し完了時 設計図書との対比
被覆工 被覆均し 均し完了時 設計図書との対比
作澪 作澪完了時 設計図書との対比

、 、 、 、指定仮設工 使用材料 高さ 幅 長さ
設置完了時

（一部指定含む） 深さ等
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅰ-第1編 １－１－１－36 環境対策 １－１－１－35 環境対策 年次修正

共通編-23

Ⅰ-第1編

共通編-25 ５．受注者は、環境への影響が予知される場合、又は発生した場合は、直ちに工事監督員に報告し、工事監督員の指 ５．受注者は、環境への影響が予知される場合、又は発生した場合は、直ちに工事監督員に報告し、工事監督員の指 項目番号の修正

示があればそれに従わなければならない。第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、受注者は１－１－１ 示があればそれに従わなければならない。第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、受注者は１－１－１

－40 官公庁等への手続き等 第６項及び第７項の規定に従い対応しなければならない。 －39 官公庁等への手続き等 第６項及び第７項の規定に従い対応しなければならない。

表1-2 騒音規制法、振動規制法に基づく規制地域の指定市町（参考）

振興局 指定市町 指定数

空知 夕張市、岩見沢市、美唄市、芦別市、赤平市、三笠市、滝川市、砂川 9市

市、深川市、南幌町、奈井江町、由仁町、長沼町、栗山町、月形町、 8町

浦臼町、新十津川町

石狩 札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町 6市

1町

後志 小樽市、倶知安町、共和町、岩内町、古平町、余市町 1市

5町

胆振 室蘭市、苫小牧市、登別市、伊達市、壮瞥町、白老町、厚真町、洞爺 4市

湖町、安平町、むかわ町 6町

日高 日高町、浦河町、新ひだか町 3町

渡島 函館市、北斗市、松前町、福島町、七飯町、森町、八雲町、長万部町 2市

6町

檜山 江差町、今金町、せたな町 3町

上川 旭川市、士別市、名寄市、富良野市、鷹栖町、東神楽町、当麻町、東 4市

川町、美瑛町、上富良野町、下川町、美深町 8町

留萌 留萌市、増毛町、羽幌町 1市

2町

宗谷 稚内市、枝幸町 1市

1町

北見市 網走市 紋別市 美幌町 斜里町 遠軽町 興部町 雄武町 3市オホーツク 、 、 、 、 、 、 、 、

大空町 6町

十勝 帯広市 音更町 士幌町 新得町 清水町 芽室町 大樹町 広尾町 1市、 、 、 、 、 、 、 、

幕別町、池田町、本別町、足寄町、浦幌町 12町

釧路 釧路市、釧路町、厚岸町、標茶町、弟子屈町、白糠町 1市

5町

根室 根室市、別海町、中標津町 1市

2町

※ （参考）Ｈ29年5月1日現在

、 、 、※上表は参考であり 適用に当たっては 別途独自の基準を定めている場合もあるため

必ず工事施工箇所の市町村において規制地域等の有無を確認すること。

参考HP http://envgis.ies.hro.or.jp/ssa/index.html

表1-2 騒音規制法、振動規制法に基づく規制地域の指定市町（参考）

振興局 指定市町 指定数

空知 夕張市、岩見沢市、美唄市、芦別市、赤平市、三笠市、滝川市、砂川 9市

市、深川市、南幌町、奈井江町、由仁町、長沼町、栗山町、月形町、 8町

浦臼町、新十津川町

石狩 札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町 6市

1町

後志 小樽市、倶知安町、共和町、岩内町、古平町、余市町 1市

5町

胆振 室蘭市、苫小牧市、登別市、伊達市、壮瞥町、白老町、厚真町、洞爺 4市

湖町、安平町、むかわ町 6町

日高 日高町、浦河町、新ひだか町 3町

渡島 函館市、北斗市、松前町、福島町、七飯町、森町、八雲町、長万部町 2市

6町

檜山 江差町、今金町、せたな町 3町

上川 旭川市、士別市、名寄市、富良野市、鷹栖町、東神楽町、当麻町、東 4市

川町、美瑛町、上富良野町、下川町、美深町 8町

留萌 留萌市、増毛町、羽幌町 1市

2町

宗谷 稚内市、枝幸町 1市

1町

北見市 網走市 紋別市 美幌町 斜里町 遠軽町 興部町 雄武町 3市オホーツク 、 、 、 、 、 、 、 、

大空町 6町

十勝 帯広市 音更町 士幌町 新得町 清水町 芽室町 大樹町 広尾町 1市、 、 、 、 、 、 、 、

幕別町、池田町、本別町、足寄町、浦幌町 12町

釧路 釧路市、釧路町、厚岸町、標茶町、弟子屈町、白糠町 1市

5町

根室 根室市、別海町、中標津町 1市

2町

※Ｈ28年4月1日現在（参考）

、 、 、※上表は参考であり 適用に当たっては 別途独自の基準を定めている場合もあるため

必ず工事施工箇所の市町村において規制地域等の有無を確認すること。

参考HP http://envgis.ies.hro.or.jp/ssa/index.html
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅰ-第1編 １－１－１－39 諸法令の遵守 １－１－１－38 諸法令の遵守
共通編-28 (1) 地方自治法 （平成29年 6月改正 法律第 74号） (1) 地方自治法 （平成28年12月改正 法律第101号） 年度の改定

(10) 健康保険法 （平成29年 6月改正 法律第 52号） (10) 健康保険法 （平成28年11月改正 法律第 84号）

Ⅰ-第1編 (16) 道路運送法 （平成29年 6月改正 法律第 45号） (16) 道路運送法 （平成26年 6月改正 法律第 69号）

共通編-29 (62) 沿岸漁場整備開発法 （平成23年 8月改正 法律第105号） (62) 沿岸漁場整備開発法 （平成23年 6月改正 法律第 74号）

(65) 厚生年金保険法 （平成29年 6月改正 法律第 45号） (65) 厚生年金保険法 （平成28年11月改正 法律第 84号）

Ⅰ-第1編 (72) 船員保険法 （平成29年 6月改正 法律第 52号） (72) 船員保険法 （平成28年11月改正 法律第 84号）

共通編-30 (85) 土地収用法 (平成29年 6月改正 法律第 45号） (85) 土地収用法 (平成28年11月改正 法律第 76号)

Ⅰ-第1編 第２章 材 料 第８節 セメント及び混和材料 第２章 材 料 第８節 セメント及び混和材料
共通編-62 １－２－８－３ 混和材料 １－２－８－３ 混和材料 年次の修正

１～４ 略 １～４ 略

５．急結剤は、「コンクリート標準示方書（基準編）JSCE-D 102-2013吹付コンクリート（モルタル）用急結剤品質規 ５．急結剤は、「コンクリート標準示方書（基準編）JSCE-D 102-2005吹付コンクリート（モルタル）用急結剤品質規

格（案）」（土木学会、平成25年11月）の規格に適合するものとする。 格（案）」（土木学会、平成22年11月）の規格に適合するものとする。

６． 略 ６．略

Ⅰ-第1編 第９節 セメントコンクリート製品 第９節 セメントコンクリート製品
共通編-63 １－２－９－３ コンクリートブロック（工場製品） １－２－９－３ コンクリートブロック（工場製品） 空気量の改定

１．品 質 １．品 質

(3) 空気量はJIS A 1128（フレッシュコンクリートの空気量の圧力による試験方法－空気室圧力方法）の測定方法で (3) 空気量はJIS A 1128（フレッシュコンクリートの空気量の圧力による試験方法－空気室圧力方法）の測定方法で4.5

4.5±1.5％でなければならない。 ±１％でなければならない。

Ⅰ-第1編 第３章 一 般 施 工 第２節 適用すべき諸基準 第３章 一 般 施 工 第２節 適用すべき諸基準
共通編-81 (1) 国土交通省 仮締切堤設置基準（案） （平成26年12月） (1) 国土交通省 仮締切堤設置基準（案） （平成22年 6 月） 年次の修正

(2) 環境省 水質汚濁に係わる環境基準 （平成28年 3月） (2) 環境省 水質汚濁に係わる環境基準 （平成23年10月）

(3) 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成28年12月） (3) 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成20年 1 月）

(13) 土木学会 コンクリート標準示方書［基準編］ （平成25年11月） (13) 土木学会 コンクリート標準示方書［基準編］ （平成24年11月）

Ⅰ-第1編 第５節 構造物撤去工 １－３－５－１ 一般事項 第５節 構造物撤去工 １－３－５－１ 一般事項
共通編-85 項目番号の修正

２．受注者は、工事の施工に伴い生じた建設副産物について、１－１－１－22 建設副産物 の規定によらなければなら ２．受注者は、工事の施工に伴い生じた建設副産物について、１－１－１－21 建設副産物 の規定によらなければなら

ない。 ない。

Ⅰ-第1編 第４章 土 工 第２節 適用すべき諸基準 第４章 土 工 第２節 適用すべき諸基準
共通編-96 年次の修正

(5) 土木研究センター 建設発生土利用技術マニュアル （平成25年12月） (5) 土木研究センター 建設発生土利用技術マニュアル （平成16年 9月）

Ⅰ-第1編 第３節 土 工 第３節 土 工
共通編-99 １－４－３－１ 一般事項 １－４－３－１ 一般事項 年次の修正

１～３ 略 １～３ 略

４．受注者は、建設発生土については、１－１－１－22 建設副産物 の規定により適切に処理しなければならない。 ４．受注者は、建設発生土については、１－１－１－21 建設副産物 の規定により適切に処理しなければならない。

５～13 略 ５～13 略
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅰ-第1編 第５章 無筋、鉄筋コンクリート 第２節 適用すべき諸基準 第５章 無筋、鉄筋コンクリート 第２節 適用すべき諸基準
共通編-108 (1) 土木学会 コンクリート標準示方書（設計編） （平成30年 3 月） (1) 土木学会 コンクリート標準示方書（設計編） （平成25年 3 月） 年次の修正

(2) 土木学会 コンクリート標準示方書（施工編） （平成30年 3 月） (2) 土木学会 コンクリート標準示方書（施工編） （平成25年 3 月） （9）新設

(8) 機械式鉄筋定着工法技術検討委員会 (8) 機械式鉄筋定着工技術検討委員会

機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン（案）(平成28年7月) 機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン（案）(平成28年4月)

(9) 機械式鉄筋継手工法技術検討委員会

場所打ちコンクリート構造物に適用する

機械式鉄筋継手工法ガイドライン (平成29年3月)

Ⅰ-第1編

共通編-110 スランプ値の改定表５－１ コンクリートの標準配合条件

設計基 スランプ 空気量 最大水 粗骨材 最少単位

記 号 準強度 セメント比 最大寸法 セメント量
２ ３N/㎜ ㎝ ％ ％ ㎜ ㎏／ｍ

Ｃ－１ － 8.0 4.5 － 20又は25 －

Ｃ－１Ｐ － 8.0 4.5 － 20又は25 270

Ｃ－４ 18 5.0 4.5 55 40 －

Ｃ－４Ｐ 18 8.0 4.5 55 40 270

Ｃ－５Ｓ 18 5.0 5.5 50 40 －

Ｃ－５ＰＳ 18 8.0 5.5 50 40 270

Ｃ－６－１ 21 5.0 5.5 50 40 －

Ｃ－７ σck= 4.5 2.5 4.5 45 40 280

Ｃ－７Ｓ σck= 4.5 2.5 5.5 45 40 300

Ｃ－８ σck= 5.0 2.5 4.5 45 40 －

Ｃ－９ － 15.0 4.5or4.0 50 40 370※１

Ｃ－９Ｓ 18 15.0～18.0 5.5 50 40 340

Ｃ－10 18 8.0 5.0 55 20又は25 －

Ｃ－11 18 5.0 4.5 60 40 －

RC－１ 21 8.0 4.5 55 40 280

RC－１ 21 12.0 4.5 55 40 280

RC-1S(b)(c) 21 8.0 5.5 45 40 300

RC-1S(b)(c) 21 12.0 5.5 45 54 300

RC-1S(a) 21 8.0 4.5 50 40 280

RC-1S(a) 21 12.0 4.5 50 40 280

RC－２－１ 24 8.0 4.5 55 40 280

RC－２－１ 24 12.0 4.5 55 40 280

24 8.0 5.5 45 40 300RC-2-1S(b)(c)

24 12.0 5.5 45 40 300RC-2-1S(b)(c)

RC-2-1S(a) 24 8.0 4.5 50 40 280

RC-2-1S(a) 24 12.0 4.5 50 40 280

RC－４ 24 8.0 5.0 55 20又は25 280

RC－４ 24 12.0 5.0 55 20又は25 280

RC-4S(b)(c) 24 8.0 6.0 45 20又は25 330

RC-4S(b)(c) 24 12.0 6.0 45 20又は25 330

RC－５ 30 8.0 5.0 55 20又は25 280

RC－５ 30 12.0 5.0 55 20又は25 280

RC-5S(b)(c) 30 8.0 6.0 45 20又は25 330

RC-5S(b)(c) 30 12.0 6.0 45 20又は25 330

RC－６Ｓ(1) 24 12.0 4.5 50 40 280

RC－６Ｓ(2) 30 12.0 5.5 50 40 300

表５－１ コンクリートの標準配合条件

設計基 スランプ 空気量 最大水 粗骨材 最少単位

記 号 準強度 セメント比 最大寸法 セメント量
２ ３N/㎜ ㎝ ％ ％ ㎜ ㎏／ｍ

Ｃ－１ － 8.0 4.5 － 20又は25 －

Ｃ－１Ｐ － 8.0 4.5 － 20又は25 270

Ｃ－４ 18 5.0 4.5 55 40 －

Ｃ－４Ｐ 18 8.0 4.5 55 40 270

Ｃ－５Ｓ 18 5.0 5.5 50 40 －

Ｃ－５ＰＳ 18 8.0 5.5 50 40 270

Ｃ－６－１ 21 5.0 5.5 50 40 －

Ｃ－７ σck= 4.5 2.5 4.5 45 40 280

Ｃ－７Ｓ σck= 4.5 2.5 5.5 45 40 300

Ｃ－８ σck= 5.0 2.5 4.5 45 40 －

Ｃ－９ － 15.0 4.5or4.0 50 40 370※１

Ｃ－９Ｓ 18 15.0～18.0 5.5 50 40 340

Ｃ－10 18 8.0 5.0 55 20又は25 －

Ｃ－11 18 5.0 4.5 60 40 －

RC－１ 21 4.5 55 40 28012.0

RC-1S(b)(c) 21 5.5 45 40 30012.0

RC-1S(a) 21 4.5 50 40 28012.0

RC－２－１ 24 4.5 55 40 28012.0

24 5.5 45 40 300RC-2-1S(b)(c) 12.0

RC-2-1S(a) 24 4.5 50 40 28012.0

RC－４ 24 5.0 55 20又は25 28012.0

RC-4S(b)(c) 24 6.0 45 20又は25 33012.0

RC－５ 30 5.0 55 20又は25 28012.0

RC-5S(b)(c) 30 6.0 45 20又は25 33012.0

RC－６Ｓ(1) 24 12.0 4.5 50 40 280

RC－６Ｓ(2) 30 12.0 5.5 50 40 300
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅰ-第1編

共通編-111 スランプ値の改定

設計基 スランプ 空気量 最大水 粗骨材 最少単位

記 号 準強度 セメント比 最大寸法 セメント量
２ ３N/㎜ ㎝ ％ ％ ㎜ ㎏／ｍ

RC－７Ｓ(1) 24 4.5 50 40 28012.0

RC－７Ｓ(2) 30 5.5 50 40 30012.0

RC－８Ｓ(1) 24 4.5 50 20又は25 28012.0

RC－８Ｓ(2) 30 6.0 50 20又は25 33012.0

RC－９Ｓ 24 4.5 55 40 28012.0

RC－１０Ｓ 21 4.5 50 20又は25 －12.0

RC－11 30 4.0 55 20又は25 35018.0

PC－１ 30 5.0 50 20又は25 28012.0

PC－１Ｐ 30 5.0 50 20又は25 28012.0

PC-1S(b)(c) 30 6.0 45 20又は25 33012.0

30 6.0 45 20又は25 330PC-1PS(b)(c) 12.0

PC－２ 40 5.0 50 20又は25 28012.0

PC－２Ｐ 40 5.0 50 20又は25 28012.0

PC-2S(b)(c) 40 6.0 45 20又は25 33012.0

40 6.0 45 20又は25 330PC-2PS(b)(c) 12.0

Ｔ－１Ｐ 18 8.0又は15.0 4.5 60 40 270※２

ＴＲＣ－１ 24 8.0又は15.0 4.5 60 40 280※３

[注１] 記 号

Ｃ：無筋コンクリート

RC：鉄筋コンクリート

PC：プレストレストコンクリート

Ｔ：トンネルコンクリート

TRC：トンネル鉄筋コンクリート

Ｐ：ポンプ施工用コンクリート（最少単位セメント量270㎏）

Ｓ：海中、海上及び飛沫帯コンクリート

(a)：海中 (b)：海上及び大気中 (c)：飛沫帯

[注２] 海上、飛沫帯には海上遡上の影響部も含むものとする。

設計基 スランプ 空気量 最大水 粗骨材 最少単位
記 号 準強度 セメント比 最大寸法 セメント量

２ ３N/㎜ ㎝ ％ ％ ㎜ ㎏／ｍ
RC－７Ｓ(1) 24 8.0 4.5 50 40 280
RC－７Ｓ(1) 24 12.0 4.5 50 40 280

RC－７Ｓ(2) 30 8.0 5.5 50 40 300
RC－７Ｓ(2) 30 12.0 5.5 50 40 300

RC－８Ｓ(1) 24 8.0 4.5 50 20又は25 280
RC－８Ｓ(1) 24 12.0 4.5 50 20又は25 280

RC－８Ｓ(2) 30 8.0 6.0 50 20又は25 330
RC－８Ｓ(2) 30 12.0 6.0 50 20又は25 330

RC－９Ｓ 24 12.0 4.5 55 40 280
RC－１０Ｓ 21 8.0 4.5 50 20又は25 －

RC－１０Ｓ 21 12.0 4.5 50 20又は25 －
RC－11 30 18.0 4.0 55 20又は25 350

PC－１ 30 8.0 5.0 50 20又は25 280
PC－１Ｐ 30 8.0 5.0 50 20又は25 280

PC-1S(b)(c) 30 8.0 6.0 45 20又は25 330
30 8.0 6.0 45 20又は25 330PC-1PS(b)(c)

PC－２ 40 8.0 5.0 50 20又は25 280
PC－２Ｐ 40 8.0 5.0 50 20又は25 280

PC-2S(b)(c) 40 8.0 6.0 45 20又は25 330
40 8.0 6.0 45 20又は25 330PC-2PS(b)(c)

Ｔ－１Ｐ 18 8.0又は15.0 4.5 60 40 270※２

ＴＲＣ－１ 24 8.0又は15.0 4.5 60 40 280※３

[注１] 記 号

Ｃ：無筋コンクリート

RC：鉄筋コンクリート

PC：プレストレストコンクリート

Ｔ：トンネルコンクリート

TRC：トンネル鉄筋コンクリート

Ｐ：ポンプ施工用コンクリート（最少単位セメント量270㎏）

Ｓ：海中、海上及び飛沫帯コンクリート

(a)：海中 (b)：海上及び大気中 (c)：飛沫帯

[注２] 海上、飛沫帯には海上遡上の影響部も含むものとする。
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅱ-施管-4 Ⅱ 水産土木工事施工管理基準 Ⅱ 水産土木工事施工管理基準
１ 施工管理一般 １ 施工管理一般
１－１ 一 般 １－１ 一 般 項目番号の修正

この水産土木工事施工管理基準（以下「基準」という。）は、水産土木工事共通仕様書（本文）１－１－１－29 施工 この水産土木工事施工管理基準（以下「基準」という。）は、水産土木工事共通仕様書（本文）１－１－１－28 施工

管理に規定する水産土木工事の施工管理及び規格値の基準を定めたものである。 管理に規定する水産土木工事の施工管理及び規格値の基準を定めたものである。

２ 出来形管理基準 ２ 出来形管理基準
Ⅱ-施管-10、11 水産基盤整備事業

（漁場）設計積算

基準改定に伴う修

正・整理

魚礁沈設工におい

て、出来ばえに角

形配置を追加

（１） 魚礁設置

工種・種別・細目
管 理 項 目 測 定 方 法 測 定 密 度

（レベル２・３・４）

魚礁工 型枠形状寸法 スチールテープ等により測定 ブロック製作に先立ち、搬

単体魚礁製作工 入型枠全数について各主要

単体魚礁製作 寸法を測定する。

ブロック外観 観 察 全 数

魚礁工 出来ばえ スチールテープ等により測定 全個数について主要寸法を

組立魚礁製作工 測定する。

組立魚礁組立

ボルトの取付け 観察 全箇所

魚礁工 出来ばえ スチールテープ等により測定 全数について主要寸法を測

鋼製魚礁製作工 定する。

鋼製魚礁組立

のど厚、脚長 ノギス、溶接ゲージ等により測定 ５箇所／基

溶接長 観察 全 数

有害な欠陥の有無 観察 全 数

溶接部非破壊試験 カラーチェック １箇所／基

ゾーン配置 ＲＴＫ－ＧＰＳ及びＤ－ＧＰＳ等によ 全 数

施 乱積配置 り測定

魚礁工 工 山積配置

魚礁沈設工 位

魚礁運搬・沈設 置

計画配置 同 上 全 数

ゾーン配置 ＲＴＫ－ＧＰＳ及びＤ－ＧＰＳ等によ 中心点から８方位を測定

出 乱積配置 る位置測定と音響測深機による測定

来 山積配置

ば

え

計画配置 同 上 設置間隔・基数が判読でき

るように測定する。

測 定 単 位 結果の整理方法 許 容 範 囲 備 考

各部の寸法設計値

Ｌ＜ 10cm ± 5mm

１mm 管理データ 様式－22 10cm≦Ｌ＜ 30cm ± 7mm

によりとりまとめる。

30cm≦Ｌ＜100cm ±10mm

±１％かつ
100cm≦Ｌ

±20mm以内

観察結果を報告する。

１mm 管理データ 様式－2、

3により取りまとめ

る。

観察結果の報告

幅 高さ 長さ

＋ 30mm ＋ 30mm ＋ 30mm

１mm 管理データ 様式－2、 － 10mm － 10mm － 10mm

る。 カウンターウェイトの幅、高さ、長さ

＋ 50mm

－ 10mm

≦許容値⊿α≦3mm測定表を作成し、提出 のど厚 基準のど厚α=基準脚長S×√2÷2 0mm

脚 長 基準脚長S=薄いほうの母材厚×0.7

≦許容値⊿S≦0.5Sかつ⊿S≦5mm0mm

観察結果の報告

写真を提出 不良箇所がないこと

緯度経度 管理データ 様式－23

公共座標 沈設管理表を作成し、

提出する。

同 上 同 上 特記仕様書による

管理データ 様式－24

１ｍ 出来形管理表を作成 特記仕様書による

し、 出来形図及び記

録紙に寸法等を表示し

た上で提出する。

同 上 同 上 特記仕様書による

（１） 魚礁設置

工種・種別・細目
管 理 項 目 測 定 方 法 測 定 密 度

（レベル２・３・４）

魚礁工 型枠形状寸法 スチールテープ等により測定 ブロック製作に先立ち、搬

魚礁製作工 入型枠全数について各主要

単体魚礁製作 寸法を測定する。

ブロック外観 観 察 全 数

魚礁工 出来ばえ スチールテープ等により測定 全個数について主要寸法を

魚礁製作工 測定する。

組立魚礁製作

ボルトの取付け 観察 全箇所

魚礁工 出来ばえ スチールテープ等により測定 全数について主要寸法を測

鋼製魚礁製作工 定する。

鋼製魚礁製作

のど厚、脚長 ノギス、溶接ゲージ等により測定 ５箇所／基

溶接長 観察 全 数

有害な欠陥の有無 観察 全 数

溶接部非破壊試験 カラーチェック １箇所／基

ゾーン配置 ＲＴＫ－ＧＰＳ及びＤ－ＧＰＳ等によ 全 数

施 乱積配置 り測定

工 山積配置

位

魚礁工 置 計画配置 同 上 全 数

魚礁沈設工

魚礁 円形 ＲＴＫ－ＧＰＳ及びＤ－ＧＰＳ等によ 中心点から８方位を測定沈設

出 ゾーン配置 配置 る位置測定と音響測深機による測定

来 乱積配置

縦断方向：中心１測線測定ば 山積配置

角形 同 上 横断方向：中心１測線、え
※配置 両端１測線

計３測線測定。

その他：補助測線を追加で

きる

※ 設置法線（施工界）か

ら施設内10ｍの測線

計画配置 同 上 設置間隔・基数が判読でき

るように測定する。

測 定 単 位 結果の整理方法 許 容 範 囲 備 考

各部の寸法設計値

Ｌ＜ 10cm ± 5mm

１mm 管理データ 様式－22 10cm≦Ｌ＜ 30cm ± 7mm

によりとりまとめる。

30cm≦Ｌ＜100cm ±10mm

±１％かつ
100cm≦Ｌ

±20mm以内

観察結果を報告する。

１mm 管理データ 様式－2、

3により取りまとめる

観察結果の報告

幅 高さ 長さ

＋ 30mm ＋ 30mm ＋ 30mm

１mm 管理データ 様式－2、 － 10mm － 10mm － 10mm

る。 カウンターウェイトの幅、高さ、長さ

＋ 50mm

－ 10mm

測定表を作成し、提出 のど厚 基準のど厚α=基準脚長S×√2÷2 0mm≦許容値⊿α≦3mm

脚 長 基準脚長S=薄いほうの母材厚×0.7

0mm≦許容値⊿S≦0.5Sかつ⊿S≦5mm

観察結果の報告

写真を提出 不良箇所がないこと

緯度経度 管理データ 様式－23

公共座標 沈設管理表を作成し、

提出する。

同 上 同 上 特記仕様書による

様式－24出来形管理表

１ｍ を作成し、出来形図及 特記仕様書による

び記録紙に寸法等を表

縦断方向の施工延長が50m示した上で提出する。

以下の場合両端の計２測線１ｍ

とする。法線に凸部がある特記仕様書による

場合は必要に応じて補助の

測線を追加する。

施設４角の測線上に無い部

分は管理データから出来形

図を測定。

同 上 同 上 特記仕様書による
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅱ-施管-12、13 水産基盤整備事業

（漁場）設計積算

基準改定に伴う修

正・整理

Ⅱ-施管-14 水産基盤整備事業

（漁場）設計積算

基準改定に伴う修

正・整理

（２） 着定基質設置

工種・種別・細目
管 理 項 目 測 定 方 法 測 定 密 度

（レベル２・３・４）

囲い礁工 型枠形状寸法 スチールテープ等により測定 ブロック製作に先立ち、搬入

囲いブロック製作工 型枠全数について各主要寸法

ブロック製作 を測定する。

ブロック外観 観 察 全 数

囲い礁工 延 長 スチールテープ等により測定 法線上

囲いブロック運搬・

据付工 法線方向の出入り スチールテープ等により測定 ５ｍ～20ｍのピッチで施設規

ブロック運搬据付 模により測定する。

ブロック直接据付

囲い礁工 施工位置 トランシット、電波測距機等により実 設計図書に示す設置位置全点

石材着定基質工 施測定

石材投入

出来ばえ 目視又は、めだまカメラによる実施観 全 体

察並びに記録写真によるチェック

スタッフ、レッドにより測定 測線間隔５ｍ～20ｍ、測点間

隔20ｍ以下で施設規模により

測定する。

法線方向の出入り スチールテープ等により測定 ５ｍ～20ｍのピッチで施設規

模により測定する。

増殖場工 囲い礁工

着定基質製作工 囲いブロック製作工

着定基質製作 ブロック製作

を適用する。

増殖場工 施工位置 （投入指示がある場合） 設計図書に示す各点

着定基質運搬・据付工 施工範囲を、トランシット、電波測距

ブロック運搬据付 儀等により実施測定

ブロック直接据付

出来ばえ （投入指示がある場合） 最小規格テープ間隔 10ｍ

設置間隔を、スチールテープ等により 最低測定箇所 ５カ所

実施測定

増殖場工 魚礁工

組立着定基質製作工 組立魚礁製作工

組立着定基質 組立魚礁組立

部材組立 を適用する。

測 定 単 位 結果の整理方法 許 容 範 囲 備 考

１mm 管理データ 様式－22 各部の寸法設計値

によりとりまとめる。

Ｌ＜ 10cm ± 5mm

10cm≦Ｌ＜ 30cm ± 7mm

30cm≦Ｌ＜100cm ±10mm

±１％かつ
100cm≦Ｌ

±20mm以内

観察結果を報告する。

10cm 実測値を、平面図・縦 ＋ 規定しない 海底状況により施工がこ

横断図に記入する。 － ０cm れにより難い場合は、監

督員と協議すること。

10cm 実測値を、平面図・縦 ± ブロック幅の１／２程度

横断図に記入する。

１ｍ 実測値は、平面図に記

載し提出する。

観察結果を報告する。 設計図書に示す範囲内に一様に投入され、局所的

な空白箇所がない。

10cm 実測値を、縦横断図に 水深により施工がこれに

記入し提出する。 より難い場合は、音響測

深機によることができ

る。

10cm 実測値を、平面図・縦 ± 70cm 囲いブロックを設置しな

横断図に記入する。 い場合

１ｍ 実測値は、平面図に記

載し提出する。

10cm 実測値は、平面図を作 必要に応じ、設置範囲を

成し提出する。 音響測深機により確認す

る。

極端な傾斜、起伏度の大

きい場所への設置により

施設が不安定になってい

ない。

（２） 着定基質設置

工種・種別・細目
管 理 項 目 測 定 方 法 測 定 密 度

（レベル２・３・４）

型枠形状寸法 スチールテープ等により測定 ブロック製作に先立ち、搬入増殖場工

型枠全数について各主要寸法着定基質製作工

を測定する。着定基質製作

ブロック外観 観 察 全 数

延 長 スチールテープ等により測定 法線上増殖場工

石材着定基質工

法線方向の出入り スチールテープ等により測定 ５ｍ～20ｍのピッチで施設規石材着定基質

模により測定する。（囲い礁）

施工位置 トランシット、電波測距機等により実 設計図書に示す設置位置全点

施測定

出来ばえ 目視又は、めだまカメラによる実施観 全 体

察並びに記録写真によるチェック

スタッフ、レッドにより測定 測線間隔５ｍ～20ｍ、測点間

隔20ｍ以下で施設規模により

測定する。

法線方向の出入り スチールテープ等により測定 ５ｍ～20ｍのピッチで施設規

模により測定する。

施工位置 （投入指示がある場合） 設計図書に示す各点増殖場工

施工範囲を、トランシット、電波測距着定基質設置工

儀等により実施測定着定基質運搬仮置

着定基質運搬据付

（単体礁）

出来ばえ （投入指示がある場合） 最小規格テープ間隔 10ｍ

設置間隔を、スチールテープ等により 最低測定箇所 ５カ所

実施測定

増殖場工 魚礁工

着定基質製作工 魚礁製作工

組立着定基質 組立魚礁製作

製作 を適用する。

Ⅱ - 施管 - 12

測 定 単 位 結果の整理方法 許 容 範 囲 備 考

１mm 管理データ 様式－22 各部の寸法設計値

によりとりまとめる。

Ｌ＜ 10cm ± 5mm

10cm≦Ｌ＜ 30cm ± 7mm

30cm≦Ｌ＜100cm ±10mm

±１％かつ
100cm≦Ｌ

±20mm以内

観察結果を報告する。

10cm 実測値を、平面図・縦 ＋ 規定しない 海底状況により施工がこ

横断図に記入する。 － ０cm れにより難い場合は、監

督員と協議すること。

10cm 実測値を、平面図・縦 ± ブロック幅の１／２程度

横断図に記入する。

１ｍ 実測値は、平面図に記

載し提出する。

観察結果を報告する。 設計図書に示す範囲内に一様に投入され、局所的

な空白箇所がない。

10cm 実測値を、縦横断図に 水深により施工がこれに

記入し提出する。 より難い場合は、音響測

深機によることができ

る。

10cm 実測値を、平面図・縦 ± 70cm 囲いブロックを設置しな

横断図に記入する。 い場合

１ｍ 実測値は、平面図に記

載し提出する。

10cm 実測値は、平面図を作 必要に応じ、設置範囲を

成し提出する。 音響測深機により確認す

る。

極端な傾斜、起伏度の大

きい場所への設置により

施設が不安定になってい

ない。

Ⅱ - 施管 - 13

工種・種別・細目
管 理 項 目 測 定 方 法 測 定 密 度

（レベル２・３・４）

増殖場工 施工位置 （投入指示がない場合） ブロック全数

着定基質沈設工 ブロックの位置をトランシット、電波

着定基質運搬、沈設 測距儀等により実施測定

出来ばえ （投入指示がない場合） 全個数の１割を横断方向に測

音響測深機により実施測定 定する。

産卵礁工 増殖場工

産卵礁製作工 着定基質製作工

産卵礁製作 着定基質製作

を適用する。

産卵礁工 増殖場工

産卵礁設置工 着定基質設置工

産卵礁運搬据付 着定基質運搬仮置

着定基質運搬据付

（単体礁）

を適用する。

産卵礁工 増殖場工

産卵礁沈設工 着定基質設置工

産卵礁沈設 着定基質沈設

を適用する。

保護礁工 （１）魚礁設置

魚礁工

を適用する。

工種・種別・細目
管 理 項 目 測 定 方 法 測 定 密 度

（レベル２・３・４）

増殖場工 施工位置 （投入指示がない場合） ブロック全数

着定基質沈設工 ブロックの位置をトランシット、電波

着定基質運搬、沈設 測距儀等により実施測定

出来ばえ （投入指示がない場合） 全個数の１割を横断方向に測

音響測深機により実施測定 定する。

産卵礁工 囲い礁工

産卵礁製作工 囲いブロック製作工

ブロック製作 ブロック製作

を適用する。

産卵礁工 増殖場工

産卵礁運搬・据付工 増殖礁運搬・据付工

ブロック運搬据付 ブロック運搬据付

ブロック直接据付 ブロック直接据付

を適用する。

産卵礁工 増殖場工

産卵礁沈設工 増殖礁沈設工

魚礁運搬、沈設 魚礁運搬、沈設

を適用する。

保護礁工 （１）魚礁設置

魚礁工

を適用する。
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掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

４ 写真管理基準
Ⅱ-施管-40 ４－１－１０ 撮 影 箇 所 一 覧 表 撮 影 箇 所 一 覧 表 水産基盤整備事業

（漁場）設計積算

基準改定に伴う修

正・整理

撮 影 箇 所 一 覧 表 撮 影 箇 所 一 覧 表

Ⅱ-施管-41 水産基盤整備事業

（漁場）設計積算

基準改定に伴う修

正・整理

0 - 0 - 0 - 0

0 - 1 - 0 - 0 スランプ試験 試験実施中 コンクリートの種類毎に１回 全数

塩化物含有量試験

空気量測定

圧縮強度試験

圧縮強度試験に使用したコン

クリートの供試体が、当該現場

の供試体であることが確認で

きるもの

曲げ強度試験 コンクリート舗装の場合

コンクリート温度 温度測定中 コンクリートの種類毎に１回 寒中コンクリートに適用する。

養生中のコンクリート温度、外気温、保

温された囲い内部温度等
養生中 コンクリートの種類毎に１回 寒中コンクリートに適用する。

コアによる強度試験

コンクリートの洗い分析試験

1 - 0 - 0 - 0

1 - 1 - 0 - 0

1 - 1 - 1 - 0

1 - 1 - 1 - 1 単体魚礁製作
高さ、幅、奥行き、部材厚などの型枠主

要寸法
型枠搬入時 型枠組数の１０％程度、１組につき３枚程度 全数

鉄筋寸法、数量、組立状況 配筋後 製作個数の１０％程度 全数

ブロック外観 製作後 製作個数の１０％程度 全数

製作個数 製作後 全景 全景１枚
製作ヤードが広いなど１枚に

収まらない場合は複数枚とし

て良い

1 - 1 - 2 - 0

1 - 1 - 2 - 1 組立魚礁製作 高さ、幅、奥行き等主要寸法 組立後 全数 全数

1 - 1 - 3 - 0

1 - 1 - 3 - 1 鋼製魚礁製作
カウンターウェイトを含む高さ、幅、長さ

等主要寸法
組立後 全数 全数

1 - 1 - 4 - 0 出来ばえ測定状況 施工前後 適宜 代表箇所１枚

沈設個数 施工中 全数 代表箇所２枚

出
来
形
管
理
写
真

魚　礁

魚礁工

単体魚礁製作工

魚礁製作工

鋼製魚礁製作工

魚礁沈設工

品
質
管
理

全工事共通

セメント・コンクリート

試験実施中 品質に異常が認められた場合

区分 番　　号
工事区分･工種･種別･細目

 (レベル１・２・３・４)
撮　影　項　目 撮影時期 撮　影　頻　度

整理条件

(原本をネガ・APS提

出する場合のみ)

備　　考

0 - 0 - 0 - 0

0 - 1 - 0 - 0 スランプ試験 試験実施中 コンクリートの種類毎に１回 全数

塩化物含有量試験

空気量測定

圧縮強度試験

圧縮強度試験に使用したコン

クリートの供試体が、当該現場

の供試体であることが確認で

きるもの

曲げ強度試験 コンクリート舗装の場合

コンクリート温度 温度測定中 コンクリートの種類毎に１回 寒中コンクリートに適用する。

養生中のコンクリート温度、外気温、保

温された囲い内部温度等
養生中 コンクリートの種類毎に１回 寒中コンクリートに適用する。

コアによる強度試験

コンクリートの洗い分析試験

1 - 0 - 0 - 0

1 - 1 - 0 - 0

1 - 1 - 1 - 0

1 - 1 - 1 - 1 単体魚礁製作
高さ、幅、奥行き、部材厚などの型枠主

要寸法
型枠搬入時 型枠組数の１０％程度、１組につき３枚程度 全数

鉄筋寸法、数量、組立状況 配筋後 製作個数の１０％程度 全数

ブロック外観 製作後 製作個数の１０％程度 全数

製作個数 製作後 全景 全景１枚
製作ヤードが広いなど１枚に

収まらない場合は複数枚とし

て良い

1 - 1 - 2 - 0

1 - 1 - 2 - 1 組立魚礁組立 高さ、幅、奥行き等主要寸法 組立後 全数 全数

1 - 1 - 3 - 0

1 - 1 - 3 - 1 鋼製組立魚礁組立
カウンターウェイトを含む高さ、幅、長さ

等主要寸法
組立後 全数 全数

1 - 1 - 4 - 0 出来ばえ測定状況 施工前後 適宜 代表箇所１枚

沈設個数 施工中 全数 代表箇所２枚

区分 番　　号
工事区分･工種･種別･細目

 (レベル１・２・３・４)
撮　影　項　目 撮影時期 撮　影　頻　度

整理条件

(原本をネガ・APS提

出する場合のみ)

備　　考

品
質
管
理

全工事共通

セメント・コンクリート

試験実施中 品質に異常が認められた場合

出
来
形
管
理
写
真

魚　礁

魚礁工

単体魚礁製作工

組立魚礁組立工

鋼製組立魚礁組立工

魚礁沈設工

2 - 0 - 0 - 0

2 - 1 - 0 - 0

2 - 1 - 1 - 0

2 - 1 - 1 - 1 ブロック製作 高さ、幅、奥行き、部材圧などの型枠主要寸法 型枠搬入時
型枠組数の１０％程度、１組につ

き３枚程度
全数

鉄筋寸法、数量、組立状況 配筋後 製作個数の１０％程度 全数

ブロック外観 製作後 製作個数の１０％程度 全数

製作個数 製作後 全景 全景　１枚

2 - 1 - 2 - 0 延長、法線方向の出入り 施工後 ４０ｍ又は１施工箇所に１回 全数

据付個数 施工中 全数 代表箇所　　１枚

2 - 2 - 0 - 0

2 - 2 - 1 - 0

2 - 2 - 1 - 1 石材投入 出来ばえ 施工前後 ４０ｍ又は１施工箇所に１回 全数

法線方向の出入り 施工後 ４０ｍ又は１施工箇所に１回 全数

材料数量(検収状況) 施工前 検収回数の１割程度 適宜

3 - 0 - 0 - 0

3 - 1 - 0 - 0

3 - 1 - 1 - 0

3 - 1 - 1 - 1 増殖礁製作 2-1-1-1に準拠

3 - 1 - 2 - 0 出来ばえ 施工後 最低５カ所 全数

据付個数 施工中 全数 代表箇所　　１枚

3 - 1 - 3 - 0 出来ばえ測定状況 施工前後 適宜 全数

沈設個数 施工中 全数 代表箇所　　１枚

区分 番　　号
工事区分･工種･種別･細目

(レベル１・２・３・４)
撮　影　項　目 撮影時期 撮　影　頻　度

整理条件

(原本をネガ・APS提

出する場合のみ)

備　　考

増殖礁運搬・据付工

(投入指示あり）

増殖礁沈設工(投入指示なし）

出
来
形
管
理
写
真

囲い礁

囲いブロック工

囲いブロック製作工

囲いブロック運搬・据付工

石材工

石材投入工

増殖礁

増殖礁工

増殖礁製作工

2 - 0 - 0 - 0

2 - 1 - 0 - 0

2 - 1 - 1 - 0

2 - 1 - 1 - 1 着定基質製作 高さ、幅、奥行き、部材圧などの型枠主要寸法 型枠搬入時
型枠組数の１０％程度、１組につ

き３枚程度
全数

鉄筋寸法、数量、組立状況 配筋後 製作個数の１０％程度 全数

ブロック外観 製作後 製作個数の１０％程度 全数

製作個数 製作後 全景 全景　１枚

2 - 1 - 1 - 2 延長、法線方向の出入り 施工後 ４０ｍ又は１施工箇所に１回 全数

石材着定基質（囲い礁） 据付個数 施工中 全数 代表箇所　　１枚

出来ばえ 施工前後 ４０ｍ又は１施工箇所に１回 全数

法線方向の出入り 施工後 ４０ｍ又は１施工箇所に１回 全数

材料数量(検収状況) 施工前 検収回数の１割程度 適宜

2 - 1 - 1 - 3 出来ばえ 施工後 最低５カ所 全数

着定基質運搬据付（単体礁） 据付個数 施工中 全数 代表箇所　　１枚

　　（投入指示あり）

2 - 1 - 1 - 4 出来ばえ測定状況 施行前後 適宜 全数

（投入指示なし） 沈設個数 施工中 全数 代表箇所　　１枚

着定基質沈設工

出
来
形
管
理
写
真

区分 番　　号
工事区分･工種･種別･細目

(レベル１・２・３・４)
撮　影　項　目 撮影時期 撮　影　頻　度

整理条件

(原本をネガ・APS提

出する場合のみ)

備　　考

増殖場

増殖場工

着定基質製作工

石材着定基質工

着定基質運搬仮置
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

撮 影 箇 所 一 覧 表 撮 影 箇 所 一 覧 表

Ⅱ-施管-42 水産基盤整備事業

（漁場）設計積算

基準改定に伴う修

正・整理
4 - 0 - 0 - 0

4 - 1 - 0 - 0

4 - 1 - 1 - 0

4 - 1 - 1 - 1 産卵礁ブロック製作 高さ、幅、奥行き、部材圧などの型枠主要寸法 型枠搬入時
型枠組数の５％程度、１組につき

３枚程度
全数

鉄筋寸法、数量、組立状況 配筋後 製作個数の５％程度 全数

ブロック外観 製作後 製作個数の５％程度 全数

製作個数 製作後 全景 全景　１枚

4 - 1 - 2 - 0 3-1-2-0に準拠

4 - 1 - 3 - 0 3-1-3-0に準拠

5 - 0 - 0 - 0 類似工種適用

6 - 0 - 0 - 0 類似工種適用

7 - 0 - 0 - 0

7 - 1 - 0 - 0

7 - 1 - 1 - 0

7 - 1 - 1 - 1 サンドチューブ設置 延長、天端高、法線方向の出入り 施工後 50ｍ又は１施工箇所に１回 全数

7 - 1 - 1 - 2 サンドバッグ設置 延長、天端高、法線方向の出入り 施工後 50ｍ又は１施工箇所に１回 全数

7 - 2 - 0 - 0

7 - 2 - 1 - 0

7 - 2 - 1 - 1 盛砂投入、盛砂均し 延長、基準高、幅 施工後 50ｍ又は１施工箇所に１回 全数

区分 番　　号
工事区分･工種･種別･細目

(レベル１・２・３・４)
撮　影　項　目 撮影時期 撮　影　頻　度

整理条件

(原本をネガ・APS提

出する場合のみ)

備　　考

出
来
形
管
理
写
真

産卵礁

産卵礁工

産卵礁製作工

産卵礁運搬・据付工(投入指示あ

り）

産卵礁沈設工　　(投入指示なし）

産卵藻場

保護礁

人工干潟

砂留堤工

砂留堤設置工

盛砂工

盛砂工

4 - 0 - 0 - 0

4 - 1 - 0 - 0

4 - 1 - 1 - 0

4 - 1 - 1 - 1 産卵礁製作 高さ、幅、奥行き、部材圧などの型枠主要寸法 型枠搬入時
型枠組数の５％程度、１組につき

３枚程度
全数

鉄筋寸法、数量、組立状況 配筋後 製作個数の５％程度 全数

ブロック外観 製作後 製作個数の５％程度 全数

製作個数 製作後 全景 全景　１枚

4 - 1 - 2 - 0 2-1-1-3に準拠

4 - 1 - 3 - 0 2-1-1-4に準拠

5 - 0 - 0 - 0 類似工種適用

6 - 0 - 0 - 0 類似工種適用

7 - 0 - 0 - 0

7 - 1 - 0 - 0

7 - 1 - 1 - 0

7 - 1 - 1 - 1 サンドチューブ設置 延長、天端高、法線方向の出入り 施工後 50ｍ又は１施工箇所に１回 全数

7 - 1 - 1 - 2 サンドバッグ設置 延長、天端高、法線方向の出入り 施工後 50ｍ又は１施工箇所に１回 全数

7 - 2 - 0 - 0

7 - 2 - 1 - 0

7 - 2 - 1 - 1 盛砂投入、盛砂均し 延長、基準高、幅 施工後 50ｍ又は１施工箇所に１回 全数

区分 番　　号
工事区分･工種･種別･細目

(レベル１・２・３・４)
撮　影　項　目 撮影時期 撮　影　頻　度

整理条件

(原本をネガ・APS提

出する場合のみ)

備　　考

出
来
形
管
理
写
真

産卵礁

産卵礁工

産卵礁製作工

産卵礁運搬・据付

産卵礁沈設

産卵藻場

保護礁

人工干潟

砂留堤工

砂留堤設置工

盛砂工

盛砂工
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水産土木工事共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅲ-付表-40 新設 新設

出来型管理基準に

「角形配置」を追

加したことによる

魚礁沈設出来形平面図（別葉）

Ｌ ○○年度施工箇所 施工箇所外

許容範囲
SP1 SP2 SP3

魚礁沈設出来形断面図

側線Ｌ

H=○m
許容範囲

（出入り）○ｍ （出入り）○ｍ
（出来形部分）○○ｍ

側線ＳＰ

H=○m
許容範囲

（出入り）○ｍ （出入り）○ｍ
出来形部分）○○ｍ

以下ＳＰ２、ＳＰ３を添付

様式－２４(３)

工事名 ： 現場代理人 ： 

測定年月日 ： 平成　　年　　月　　日 測定時間帯 ： 　　時　　分～　　時　　分

測点番号 Ｘ座標(緯度) Ｙ座標(経度) 備考 測点番号 Ｘ座標(緯度) Ｙ座標(経度) 備考

SP1-1 SP3-1

SP1-2 SP3-2

SP1-3 SP3-3

SP1-4 SP3-4

SP2-1 L1-1

SP2-2 L1-2

SP2-3 L1-3

SP2-4 L1-4

魚  礁  沈  設  出  来  形  管  理  表　（角　形　配　置）
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水産土木工事測量調査設計業務等共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅰ 測量業務共通仕様書 Ⅰ 測量業務共通仕様書
Ⅰ-測量-21 １ 総 則 １ 総 則 項番修正

様 式 一 覧 表

様 式 № 名 称 備 考 頁

22第１－１号 委託業務月報

23第１－２号 打ち合わせ簿

24第１－３号 測量業務計画書

25第１－３－１号 作業実施計画表

26第１－３－２号 主要機器

27第１－３－３号 作業の方法

28第１－３－４号 作業編成

29第１－３－５号 作業員名簿

30第１－３－６号 トランシット検定証明書

31第１－３－７号 光波測距儀検定証明書

32第１－３－８号 レベル検定証明書

33第１－３－９号 鋼巻尺検定証明書

34第１－４号 立会願書

35第１－５号 段階確認願

36第１－６号 再委託承諾願

37第１－７号 承諾願

38第１－８号 借用返納書

様 式 一 覧 表

様 式 № 名 称 備 考 頁

第１－１号 委託業務月報 20

第１－２号 打ち合わせ簿 21

第１－３号 測量業務計画書 22

第１－３－１号 作業実施計画表 23

第１－３－２号 主要機器 24

第１－３－３号 作業の方法 25

第１－３－４号 作業編成 26

第１－３－５号 作業員名簿 27

第１－３－６号 トランシット検定証明書 28

第１－３－７号 光波測距儀検定証明書 29

第１－３－８号 レベル検定証明書 30

第１－３－９号 鋼巻尺検定証明書 31

第１－４号 立会願書 32

第１－５号 段階確認願 33

第１－６号 再委託承諾願 34

第１－７号 承諾願 35

第１－８号 借用返納書 36
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水産土木工事測量調査設計業務等共通仕様書(平成３０年１０月） 新旧対照表（平成３０年１０月１日以後の入札より適用）

掲 載 頁 (新)平成30年10月改訂 平成30年2月版 摘要

Ⅰ-測量-54

年度の修正
表２－３ 水質試験方法

３－１

試 験 項 目 試 験 方 法

気 温 JIS K 0102(2013) 7.1
現

水 温 JIS K 0102(2013) 7.2
場

色 相 JIS 標準色標
測

臭 気 JIS K 0102(2013) 10.1
定

塩 分 海洋観測指針 5.3
項

透 明 度 海洋観測指針(1999) 3.2
目

濁 度 JIS K 0101( ) 9.4又は水中濁度計 YPC-1D2013

水 素 イ オ ン 濃 度 ｐＨ JIS K 0102(2013) 12.1（ ）

溶 存 酸 素 ＤＯ JIS K 0102(2013) 32
生

（ ）

生物化学的酸素要求量 ＢＯＤ JIS K 0102(2013) 21
活

（ ）

化 学 的 酸 素 要 求 量 ＣＯＤ JIS K 0102(2013) 17
環

（ ）

浮 遊 物 質 ＳＳ 環告第59号付表 8
境

（ ）

大 腸 菌 群 数 環告第59号別表2.1.1備考 4
項

全 窒 素 JIS K 0102(2013) 45.2、45.3又は45.4
目

全 り ん JIS K 0102(2013) 46.3

ｎ － ヘ キ サ ン 抽 出 物 質 環告第59号付表 9

亜 鉛 JIS K 0102(2013) 53

カ ド ミ ウ ム JIS K 0102(2013) 55

全 シ ア ン JIS K 0102(2013) 38.1.2及び38.2又は38.1.2及び38.3

健 鉛 JIS K 0102(2013) 54

六 価 ク ロ ム JIS K 0102(2013) 65.2

砒 素 JIS K 0102(2013) 61.2又は61.3

康 総 水 銀 環告第59号付表 1

ア ル キ ル 水 銀 環告第59号付表 2

ポリ塩化ビフェニール ＰＣＢ 環告第59号付表 3（ ）

項 ジ ク ロ ロ メ タ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

四 塩 化 炭 素 JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 2 - ジ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1又は5.3.2

目 ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

テ ト ラ ク ロ ロ チ エ チ レ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 1 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

等 シス- 1 . 2 -ジクロロエチレン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

1 . 1 . 1 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 1 . 2 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 3 - ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

チ ウ ラ ム 環告第59号付表 4

表２－３ 水質試験方法

３－１

試 験 項 目 試 験 方 法

気 温 JIS K 0102(2013) 7.1
現

水 温 JIS K 0102(2013) 7.2
場

色 相 JIS 標準色標
測

臭 気 JIS K 0102(2013) 10.1
定

塩 分 海洋観測指針 5.3
項

透 明 度 海洋観測指針(1999) 3.2
目

濁 度 JIS K 0101(1998) 9.4又は水中濁度計 YPC-1D

水 素 イ オ ン 濃 度 ｐＨ JIS K 0102(2013) 12.1（ ）

溶 存 酸 素 ＤＯ JIS K 0102(2013) 32
生

（ ）

生物化学的酸素要求量 ＢＯＤ JIS K 0102(2013) 21
活

（ ）

化 学 的 酸 素 要 求 量 ＣＯＤ JIS K 0102(2013) 17
環

（ ）

浮 遊 物 質 ＳＳ 環告第59号付表 8
境

（ ）

大 腸 菌 群 数 環告第59号別表2.1.1備考 4
項

全 窒 素 JIS K 0102(2013) 45.2、45.3又は45.4
目

全 り ん JIS K 0102(2013) 46.3

ｎ － ヘ キ サ ン 抽 出 物 質 環告第59号付表 9

亜 鉛 JIS K 0102(2013) 53

カ ド ミ ウ ム JIS K 0102(2013) 55

全 シ ア ン JIS K 0102(2013) 38.1.2及び38.2又は38.1.2及び38.3

健 鉛 JIS K 0102(2013) 54

六 価 ク ロ ム JIS K 0102(2013) 65.2

砒 素 JIS K 0102(2013) 61.2又は61.3

康 総 水 銀 環告第59号付表 1

ア ル キ ル 水 銀 環告第59号付表 2

ポリ塩化ビフェニール ＰＣＢ 環告第59号付表 3（ ）

項 ジ ク ロ ロ メ タ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

四 塩 化 炭 素 JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 2 - ジ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1又は5.3.2

目 ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

テ ト ラ ク ロ ロ チ エ チ レ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 1 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

等 シス-1 . 2 -ジクロロエチレン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

1 . 1 . 1 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 1 . 2 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

1 . 3 - ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

チ ウ ラ ム 環告第59号付表 4
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Ⅰ-測量-55 フタル酸ジエチルヘキシル

に係る数値の改定３－２

試 験 項 目 試 験 方 法

シ マ ジ ン 環告第59号付表 5の第 1 又は第 2

チ オ ベ ン カ ル ブ 環告第59号付表 5の第 1 又は第 2
健

ベ ン ゼ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2
康

セ レ ン JIS K 0102(2013) 67.2又は67.3
項

JIS K 0102(2013) 43.2.1、43.2.3又は43.2.5（硝酸性）
目 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

JIS K 0102(2013) 43.1（亜硝酸性）
等

フ ッ 素 JIS K 0102(2013) 34.1又は環告第59号付表 6

ホ ウ 素 JIS K 0102(2013) 47.1若しくは47.3又は環告第59号付表 7

１ ， ４ － ジ オ キ サ ン 環告第 9号付表 7

フ ェ ノ ー ル 類 JIS K 0102(2013) 28.1
特

銅 JIS K 0102(2013) 52.2
殊

鉄 溶解性 JIS K 0102(2013) 57.2
項

（ ）

マ ン ガ ン 溶解性 JIS K 0102(2013) 56.2
目

（ ）

ク ロ ム JIS K 0102(2013) 65.1

環告第4号付表1又はパラチオン、メチルパラチオン若しくはEPNはJIS K 0102（201

3）31.1（ガスクロマトグラフ法を除く 、メチルジメトンは環告第64号付表2
有 機 化 合 物

）

ア ン モ ニ ア 性 窒 素 JIS K 0102(2013) 42.2、42.3又は42.5

ク ロ ロ ホ ル ム JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

トランス-1、2-ジクロロエチレン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

1 . 2 - ジ ク ロ ロ プ ロ パ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

要 ｐ － ジ ク ロ ロ ベ ン ゼ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

環水規第121号付表 1の第 1又は第 2イ ソ キ サ チ オ ン

ダ イ ア ジ ノ ン 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

フ ェ ニ ト ロ チ オ ン 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

監 イ ソ プ ロ チ オ ラ ン 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

オ キ シ ン 銅 環水規第121号付表 2

ク ロ ロ タ ロ ニ ル 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

プ ロ ピ ザ ミ ド 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

視 Ｅ Ｐ Ｎ 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

ジ ク ロ ル ボ ス 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

フ ェ ノ ブ カ ル ブ 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

イ プ ロ ベ ン ホ ス 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

項 ク ロ ル ニ ト ロ フ ェ ン 環水規第121号付表 1の第 1又は第 2

ト ル エ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

キ シ レ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

3.1又は3.2フ タル 酸ジエチルヘキシル 環水規第121号付表

目 ニ ッ ケ ル JIS K 0102(2013) 59.3又は環水規第121号付表 4 、付表 5

３－２

試 験 項 目 試 験 方 法

シ マ ジ ン 環告第59号付表 5 の第 1 又は第 2

チ オ ベ ン カ ル ブ 環告第59号付表 5 の第 1 又は第 2
健

ベ ン ゼ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2
康

セ レ ン JIS K 0102(2013) 67.2又は67.3
項

JIS K 0102(2013) 43.2.1、43.2.3又は43.2.5（硝酸性）
目 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

JIS K 0102(2013) 43.1（亜硝酸性）
等

フ ッ 素 JIS K 0102(2013) 34.1又は環告第59号付表 6

ホ ウ 素 JIS K 0102(2013) 47.1若しくは47.3又は環告第59号付表 7

１ ， ４ － ジ オ キ サ ン 環告第 9号付表 7

フ ェ ノ ー ル 類 JIS K 0102(2013) 28.1
特

銅 JIS K 0102(2013) 52.2
殊

鉄 溶解性 JIS K 0102(2013) 57.2
項

（ ）

マ ン ガ ン 溶解性 JIS K 0102(2013) 56.2
目

（ ）

ク ロ ム JIS K 0102(2013) 65.1

環告第4号付表1又はパラチオン、メチルパラチオン若しくはEPNはJIS K 0102（201

3）31.1（ガスクロマトグラフ法を除く 、メチルジメトンは環告第64号付表2
有 機 化 合 物

）

ア ン モ ニ ア 性 窒 素 JIS K 0102(2013) 42.2、42.3又は42.5

ク ロ ロ ホ ル ム JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

トランス-1、2-ジクロロエチレン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

1 . 2 - ジ ク ロ ロ プ ロ パ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

要 ｐ － ジ ク ロ ロ ベ ン ゼ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.1

環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2イ ソ キ サ チ オ ン

ダ イ ア ジ ノ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

フ ェ ニ ト ロ チ オ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

監 イ ソ プ ロ チ オ ラ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

オ キ シ ン 銅 環水規第121号付表 2

ク ロ ロ タ ロ ニ ル 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

プ ロ ピ ザ ミ ド 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

視 Ｅ Ｐ Ｎ 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

ジ ク ロ ル ボ ス 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

フ ェ ノ ブ カ ル ブ 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

イ プ ロ ベ ン ホ ス 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

項 ク ロ ル ニ ト ロ フ ェ ン 環水規第121号付表 1 の第 1 又は第 2

ト ル エ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

キ シ レ ン JIS K 0125(1995) 5.1、5.2又は5.3.2

フ タル 酸ジエチルヘキシル 環水規第121号付表4.1又は4.2

目 ニ ッ ケ ル JIS K 0102(2013) 59.3又は環水規第121号付表 4 、付表 5
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